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論文内容の要旨
本論文は､ベトナムにおける事実婚の法規制とその実態を紹介するものであるが､結果
として､ ｢婚姻と家庭法｣という名称のベトナム家族法の全体像はもちろんのこと､法の
背景にあるベトナム社会の歴史を含めて､ベトナム法を広く僻轍できるものになっている｡
本論文の構成は以下の通りである｡まず第-章では､事実婚に関する法制度の検討に入
る前に､ベトナム現行法の法制について概観する｡家族関係事件についての特別の裁判所
はなく民事裁判所が管轄するが､法廷は公開されているものの､裁判所の決定や判決文は
非公開であり､判例を参照することができない｡ ｢婚姻と家庭法｣に違反する行為を行っ
た場合には､刑事罰や行政罰が科せられることとされており､家族法が民事法として確立
しているとはいえない｡たとえば刑事罰が科せられる違反行為は､強要による婚姻および
進歩的婚姻の妨害､既婚者が他の異性と同居すること､婚姻適齢の違反や偽装､公務員の
婚姻登録に関する任務違反などである｡
第二章では､歴史的検討がなされる｡ 1428年から1788年までベトナムのレイ(Le)王
朝時代､ 1859年から1954年までのフランス植民地時代, 1954年から1975年までの南北
対立時代の家族法がそれぞれ検討される｡一夫多妻制がとられていたレイ王朝時代の家族
法と比べると､植民地時代には妻の相続権が認められるなど､女性の権利の向上が見られ､
また1876年には身分登録に婚姻登録の制度が採用されたo　しかし南北対立時代には､そ
れぞれの地域であらたな家族法が制定されたほか､長期間にわたる戦争という苦難の歴史
を経験したことが､今日の事実婚問題の一因となっているとする｡
第三章では､身分登録制度と戸口登録制度を考察するo　フランス法に由来するところが
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多い身分登録制度は､司法機関が管掌する制度であるが､それに対して,戸口登録制度は
公安機関が登録･管理する住民登録である｡憲法に書かれている移転の自由が実際には認
められておらず､戸口登録の要件は厳しく制限されているため､同居している夫婦であっ
ても戸口登録の転入を届け出ることが出来ない場合が多く､戸口登録は現実を反映してい
ない｡従って､法的に婚姻の成立している夫婦であるか､事実婚の夫婦であるかを第三者
が確認するのは困難である｡両制度間の連携はとれておらず､婚姻登録を行う際に､身分
確認を行うために多くの時間を要してしまう｡
第四章では､婚姻登録制度が検討される｡ ｢婚姻と家庭法｣の条文は､婚姻とは男女が
婚姻登録機関において法律で規定される所定の方法に従って婚姻登録しなければならず､
その他の儀式は法的効果を生じない､と久しく定めている｡この条文は､婚姻登録を経な
いと法律上の婚姻とは認められないと読める｡しかし次の第五章では､そうではない立法
が紹介され､立法の矛盾が検討される｡政府は婚姻を登録させようと何度も立法するので
あるが､実際には､事実婚に法的効果を認めざるを得ず､最近の改正によって､ 2003年1
月1日以降に共同生活を始めた男女関係は婚姻と認めないと立法したが､それでも裁判所
によってその｢共同生活｣が婚姻無効であることを認められなければ､他の者と法律婚を
することは許されない｡
最後に第六章では､ベトナム事実婚の背景を紹介した上で､法律婚を行き渡らせようと
する立法と､ 2000年の立法が婚姻と認めないことを宣言した男女関係にどのような限度で
法的保護を与えるかを検討する｡そしてベトナム法の今後について､ ｢婚姻と家庭法｣の
分野におけるパターナリズムを見直し､制定法の矛盾する規定を廃止した上で､さらに､
司法制度についても判例を公開することなどを提言する｡
論文審査結果の要旨
日本では､ベトナム家族法の紹介そのものが行われていない｡さらにベトナム法につい
ても､憲法規定などの紹介がいくつかあるのみであって､ベトナム法の実態に踏み込んで
その全体像を描いた邦語紹介はほとんどない｡本論文は､法律婚と事実婚の分析に焦点を
置いた論文ではあるが､実際には｢婚姻と家庭法｣の機能の分析を通じて､ベトナム法の
全体像を要嶺よく紹介している｡最高裁判所の通達に立法力があるとはいえ､判例が公表
されないために判例法の機能がなく､民事法と刑事法･行政法の区別が不分明で､立法間
の矛盾が問題とされないベトナム法のダイナミズムが､興味深く描き出されている｡また
本論文には､多くの立法や最高裁判所の通達などの翻訳が附属資料として添付されている
が､それらの資料を含めて､ベトナム法を紹介する貴重な邦語文献となっている｡
著者が本国法を紹介する論文ではあるが､ただ本国法の文献を翻訳してまとめたもので
はない｡むしろ著者のような法的な視点でベトナム法を眺める文献は､本国にはなく､そ
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もそもベトナム本国には､まだ法律学の学説といえる存在がまだあまりないようである｡
隣国である中国と比較すると､中国における法律学の学説水準は､立法者や政府の表現そ
のままに婚姻法の条文を解説するか､せいぜい抽象的な感想を述べるにとどまるものが多
いが､それでも法律学の蓄積がそれなりに成立しているのに比べて､長年の戦争などの影
響もあって､ベトナム法はまだその水準に到達していない｡ベトナム法についての論文を
執筆することには､相当の困難が想像されるC著者はその困難を乗り越え､著者が日本に
留学した成果として獲得した法学的視点から､本国の諸制度を理解するために､入手しに
くい第一次資料を読み込んで､分析している｡その成果は､日本の法学にとっても､比較
法的な示唆に富む興味深いものである｡著者は､法律婚主義の意義すら共有されていない
本国で､将来的には本来の法律婚主義を立法する方向を志向するとはいえ､その志向への
障害になる現実にも共感の目を注いでいる｡具体的にはいまだに残る長い戦争の爪痕や､
ベトナム法の強制から自分たちの文化を守ろうとする少数民族の独自性への視点などで
ある｡
たしかに本論文は､歴史的にも社会的にも検討対象を拡大したせいもあって､粗雑な紹
介部分も残り､その膨大な対象を描くには､未完成な部分が多い｡またベトナム法の将来
像についても､著者の視点が現実への共感で揺れることもあって､本論文が未解決に残し､
取り組むべき課題は大きく､今後の発展が望まれる｡しかし､本国の法律学の現状を考え
ると､著者が独力でここまでの成果を上げたことを評価すべきであろう｡著者が今後､本
国の法学に大きな寄与を成すことは疑いのないところであるo以上により､本論文を博士
(法学)の学位を授与するに値するものと認める｡
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